
























【概要】

 本分担研究班では、重点的に実施する必要がある妊婦健診の時期について検討すること

を目的として、平成6年度より本分担研究班の班員が所属する 8施設を対象にハイリスク

妊娠の症例を前方視的に収集しデータベース(ハイリスク群)を作成した。有効症例数は

386 例であり、これに対して、東京都母性医療ネットワークのデータベースから、年齢 20

～35 歳未満で、内科合併症や手術の既往もなく、今回妊娠でも、これらの合併症のない

群を抽出し、さらに他医療機関からの紹介もなく、母体搬送でもない群をローリスク群と

定義し対照として用いた。有効データ件数は 10,953 件であった。分析の方法はハイリス

ク群においては妊娠管理区分から妊娠初期からの管理、妊娠中期からの管理、30 週以降

からの管理の各群に分類し、口ーリスク対照群は初診の時期から、同様に妊娠初期からの

管理、妊娠中期からの管理、30 週以降からの管理の 3 群に分類した。それぞれの群にお

いて、母体の予後として、1500cc 以上の出血、母体 ICU 管理(ハイリスク群のみ)、児の

予後として、32 週以前の分娩、極低出生体重児、1 分低アプガースコアー(0-3)、新生児

入院、NICU 管理(ハイリスク群のみ)の各因子の頻度を算出し、ハイリスク群と口ーリス

ク群との比較を行った。

   結果は、ハイリスク群では、偶発合併症を有する群、産科異常を有する群とも、妊娠

初期からの管理群に比べ、妊娠中期からの管理群で、1500cc 以上の出血、32 週未満の分

娩、極低出生体重児出産のリスクが最も高かった。ローリスク群でも、妊娠初期より管理

されていた群に比し、妊娠中期から管理された群で、32 週未満の分娩や極低出生体重児

出産のリスクが高いと考えられた。これらのことから、妊婦健診をさらに充実させるため

には、妊娠中期における妊婦健診に重点をおく必要があるものと考えられた。


